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更なる５Gインフラ整備推進に向けて
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５Ｇのためのインフラ整備の基本的な考え方
 ５Ｇのカバレッジ拡大と３つの特長（超高速、超低遅延、多数同時接続）を実現していくためには、

低周波数帯から高周波数帯まで、幅広い周波数帯を活用することが重要。
 例えば、EU（欧州連合）でも、域内における５G用周波数帯として、低周波数帯：700MHz、中周波数帯3.6GHz、

高周波数帯：26GHzの3つを指定。
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中周波数帯（ミッドバンド～サブ６）
・ 伝送できる情報量は多い
・ 比較的広域なエリアカバー

（伝搬距離（半径）：数百m程度）

低周波数帯（プラチナバンド）
・ 伝送できる情報量は少ない
・ 広域なエリアカバー

（伝搬距離（半径）：～数km）

高周波数帯（ミリ波）
・ 大量の情報を伝送できる
・ スポット的な利用

（伝搬距離（半径）：数十～百m程度）
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 現在、５Ｇは幻滅期を脱しつつあり 、今後、いかに期待度に応える発展を進めていくかが重要。
 そのためには、インフラ整備、対応機器・端末、ユースケースがそれぞれ普及する好循環を生み出す必要があるが、
現時点では、それらが鶏と卵の関係にあり、利用者も企業も「5Gならでは」を実感しているとはいえない状況。

 「５Ｇならでは」の通信サービスを活用したユースケースとして、主にBtoBtoC市場を対象に、遠隔制御や高精細映
像を活用した現場支援などのアプリケーションの本格普及が期待されるとともに、NTN,V2N,XRなどの先進的な
サービスも具体化されはじめているが、利用者が費用を負担してでも解決したいニーズの更なる掘り起こしが課題。

 しかしながら、インフラが整備されなければ、それを利用したユースケースは発展しない。鶏と卵の状態から脱するべく、
政府は、産業界とよく対話しつつ、協力して「５Gならでは」の通信サービスを推進するような整備目標を設定し、
インフラ整備を推進する必要。

 なお、SA・ネットワークスライシング等の５Ｇの特長を最大限発揮できる技術の実装は途上。5G技術の実装につい
ては、国際標準化の動向や技術的な発展状況も踏まえつつ、対応する必要。
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2５Gのインフラ整備推進に向けて（整備目標設定の意義）
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 「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」では、携帯電話事業者の基地局の開設計画も踏まえ、2023年度末
までに、5Gの基盤展開率98％、基地局数28万局、人口カバー率95％を目標としており、2022年度末（2023
年3月末）の状況は次のとおり。なお、一部目標は2023年度以降も設定しているものの、基本的には、多くの目
標が、開設計画終了時の2023年度を最終目標年としている。

基盤展開率：65.8％、基地局数：17.0万局、人口カバー率：96.6％
 これらの目標は、５Ｇ基盤展開率以外は、５G用に割り当てた周波数だけではなく、５Gに転用された周波数も含

んだ数値である。なお、インフラ整備の目標値を設定している国として英国があるが、英国も目標値については周波
数帯で区別していない（「5G基盤展開率」と類似の概念を導入している国は英国を含む主要国では確認されていない）。
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５Ｇ高度特定基地局・５G基盤展開率 導入の経緯
 周波数の割当ての際、携帯電話事業者は、総務省が策定した開設指針に基づいた開設計画を提出し、認定を受
けている。令和元年度の５G用周波数の割当て時、５Ｇの展開可能性を測る指標として、５G高度特定基地局と
５Ｇ基盤展開率が導入された。当時の議論では、５Gは「人」だけではなく「あらゆるモノ」がサービスの対象となりうる
ことから、人口にとらわれない指標として、従来の人口カバー率ではなく５Ｇ基盤展開率が導入された。

 具体的には、全国を約10kmメートル四方のメッシュに区切り、事業可能性のあるメッシュ※1毎に５Ｇ高度特定基
地局※2を整備することを求め、その整備したメッシュの割合を５Ｇ基盤展開率として評価することとした。

※1 全国約4,500メッシュ。 総メッシュ数4,900から、土地利用種別が森林、荒地、河川地及び湖沼若しくは海水域のみのもの（全部
又は一部を組み合わせたものを含む。）又は人口が０の離島のみのメッシュを除いたもの。

※2 認定開設者が指定を受けた５Ｇ用周波数帯の全ての帯域幅を用いる特定基地局（屋内等に設置するものを除く。）であって、当該
特定基地局の無線設備と接続する電気通信回線設備の伝送速度が当該無線設備の信号速度と同等以上（10Gbps程度以上）であり、当
該特定基地局以外の複数の特定基地局と接続可能なもの。
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４Ｇから５Gへの移行イメージ（NSAからSAへ）
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 ５Ｇ導入期は、円滑な５Ｇ導入を実現するため、４Ｇコアネットワークを用い、LTE基地局と５G基地局が連携し
た、NSA（Non-Stand Alone）方式が主流。

 近年、５Ｇコアネットワークを用いたSA（Stand Alone）方式の商用サービスの導入が開始※。SA方式により、
「５Ｇならでは」の多数同時接続や超低遅延といった要求条件に対応したサービスの提供が可能。

 ただし、SA方式の場合、LTEとのキャリアアグリゲーション（複数の周波数を束ねて送受信）ができなくなること
でユーザ体感が下がる可能性があることから、慎重に移行を進めている携帯電話事業者が存在。また、SA対応
端末は市場に出たばかりであり、SA対応端末の普及は初期段階。
※ＳＡサービス提供開始時期（各社プレスリリースより）

【ＮＴＴドコモ】2021年12月：法人向け、2022年8月：スマホ向け

【ＫＤＤＩ】2022年2月：法人向け、2023年4月：スマホ向け

【ソフトバンク】2021年10月：ホームルータ端末向け、2023年3月：スマホ向け

【楽天モバイル】2024年3月現在：未提供（2021年6月から商用5G NWの一部で5G SA機能は導入開始）

制御／トラヒックNSA

SA

SA対応端末で
あることが必要



サブ６・ミリ波の基地局数等（利用状況調査結果 抜粋）

ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル
合計

５Ｇ ５Ｇ ５Ｇ ５Ｇ
基地局の数（屋外） 7,958局 16,965局 6,123局 9,761局 40,807局
人口カバー率 20.31% 22.64% 31.77% 30.50%
面積カバー率 4.90% 2.35% 7.28% 4.61%
５Ｇ高度特定基地局の数 2,683局 685局 1,859局 8,706局
５Ｇ基盤展開率 54.61% 14.40% 27.31% 39.14%

3.7GHz帯

KDDI/沖セル
５Ｇ

基地局の数（屋外） 853局
人口カバー率 0.31%
面積カバー率 0.05%
５Ｇ高度特定基地局の数 685局
５Ｇ基盤展開率 14.40%

ドコモ
５Ｇ

基地局の数（屋外） 9,052局
人口カバー率 42.47%
面積カバー率 5.87%
５Ｇ高度特定基地局の数 2,683局
５Ｇ基盤展開率 54.61%

4.0GHz帯 4.5GHz帯

ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル
合計

５Ｇ ５Ｇ ５Ｇ ５Ｇ
基地局の数（屋外） 2,969局 2,840局 3,944局 9,254局 19,007局
人口カバー率 0.00% 0.19% 0.01% 0.00%
面積カバー率 0.00% 0.02% 0.05% 0.00%
５Ｇ高度特定基地局の数 2,683局 685局 1,859局 8,706局
５Ｇ基盤展開率 54.61% 14.40% 27.31% 39.14%

28GHz帯
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 総務省では、電波法第26条の２に基づき、電波の利用状況調査を実施しており、周波数帯ごとの各社の利用状
況を毎年度公表している（下表の数値は令和4年度末時点の数値）。

 なお、一つの基地局装置を用いて複数の周波数帯の電波を発射している場合があるため、基地局数の単純合計と
基地局装置数や置局場所数は必ずしも一致しない。



（参考） 英国の例 ①（ワイヤレス・インフラ戦略）
１ 概要

 2023年４月11日、英国科学・イノベーション・技術省（DSIT）は、新しい「ワイヤレス・インフラ戦略」を発表し
た（同時に、テレコム分野の技術革新と研究開発に対する投資策も発表）。

 「ワイヤレス・インフラ戦略」では、４Gによって自然美観地区の79％を地理的にカバーする目標設定や、新しい
野心的な目標として、2030年までの英国の全ての居住地域へのスタンドアロン５Ｇを提供する目標設定、革
新的な５Ｇ対応サービスの利用促進のための4,000万ポンドの新たな投資、次世代通信における英国の強みを
生かす包括的な「６Ｇ戦略」等について定めている。

 農村部に通信接続を導入するための１０項目の計画である「地方１０ポイント・プラン」を提示。このうち、
「2030年までにすべての居住地域をスタンドアロン5Gでカバーする」という野心的な目標を設定（なお、政府は、
Ofcomに対し、スタンドアロン５Gによるカバーについて政府に報告するよう要請している）

２ ５Gカバレッジ

 2027年までに、英国の人口の大部分が５Ｇの信号にアクセスできるという目標（2017年に設定）
 現状は、５G（NSA)は英国の家庭の93％で、少なくとも１社が利用可能。４社利用可能なカバレッジは約

25％（2023年９月末時点）。（注：ワイヤレス・インフラ戦略発表後に公表されたOfcom, Connected 

Nations UK Report 2023を踏まえ事務局にてアップデート）
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※ 英国の５Ｇ用周波数は、700MHz帯、3.4GHz帯-4GHz帯。今後、26GHz帯及び40GHz帯の
オークションを実施予定。



（参考） 英国の例 ②（ワイヤレス・インフラ戦略）

 英国では、2023年から、NSAからSAへのアップグレードが始まるため、ユースケースが今後出てくると見込む。
 SAの目標は、言い過ぎ (stretching）であるが、政府としては、産業界と協力して達成したい。

４ SAの目標設定について

３ ５Gに対する需要について

 ５Gには極めて大きなポテンシャルがあり、５Gが普及すれば、イノベーションや新しいユースケース創出に繋がる。
一方で、携帯電話事業者は、厳しい投資環境にさらされている。高品質な５Gの提供は費用がかかり、追加収
入は現時点では不透明である。また、インフレやエネルギー価格の上昇といったグローバルなマクロ経済の影響も
受けている。

 明確なアクションがなければ、進んだ５Gサービス市場は初期（nascent)のままであり、企業や公共部門は５G
の便益を十分に理解できない。５Gサービスに対する需要がないことは、携帯電話事業者にとって、より明確なビ
ジネスケース生成を難しくしている。この鶏と卵の関係を解決したい。
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想定論点案 ①

（１－１）どのような「目標」を設定すべきか。「５Gならでは」の通信サービスを国民や企業に実感してもらうという
観点から、５Ｇの新たなインフラ整備目標を設定することが必要。ただし、携帯電話サービスは、基本的には、自由競
争の世界。したがって、目標設定の際には、SMART基準を適用して考えていくこととしてはどうか。

Specific Measurable Achievable Relevant Time-bound

(George T. Doran 1981) 

（１－２）令和元年度の５G用周波数割当ての際に採用した「５Ｇ基盤展開率」は、指標として引き続き有用
か。５G普及期の今、５Ｇ「基盤」から５Ｇ「そのもの」の整備を推進するため、５Ｇ（転用含む）やサブ６、ミリ波、
ＳＡなど、５Ｇのカテゴリごとに適切な指標を設けた上で目標を設定することが必要ではないか。
なお、５Ｇ基盤展開率については、周波数ごとの特長に応じた置局の必要性※１や事業者ごとのネットワーク構成※

２などの状況を踏まえつつ、全ての事業者に一律に適用する指標としての妥当性を検討する必要があるのではないか。
※１ ５Ｇ高度特定基地局は、割当てを受けた全ての帯域幅を用いていることを要件としている。
※２ 親局（５Ｇ高度特定基地局）と子局（５Ｇ特定基地局）というネットワーク構成を採用していない事業者も存在。

１ 総論

参考：目標設定方法の例（SMART基準）
具体的で 測定可能で 達成が可能であり 関連していて いつまでに
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想定論点案 ②

２ 各論

（２－１）サブ６のインフラ整備目標をどのように設定すればよいか。サブ６は、広い帯域幅が確保可能かつ面的
なカバーにも適しているため、「５Gならでは」の超高速通信を実現する上で特に重要。一方で、目標値を設定するに
あたっては、総務省による電波の利用状況調査の結果も踏まえ、実現可能な目標を設定することが重要。そこで、人
口が多い地域などの高トラヒックエリアは、2027年度（P）までに全てカバーし、その後、その他のエリアに面的に
広げることを検討するアプローチとしてはどうか。
その際、サブ６の面的なエリアカバーの程度を、シンプルかつより的確に評価できる指標を検討してはどうか。
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（２－２）ミリ波のインフラ整備目標をどのように設定すればよいか。ミリ波は、周波数の特性上、スポット的に利
用されることが想定される。また、ミリ波帯の普及策として、どのような方策が考えられるか。

（２－３）SA基地局となった場合、LTEとのキャリアアグリゲーションができなくなることによるユーザ体感が下がるとい
う課題もある中、SAのインフラ整備目標をどのように設定すればよいか。

（２－４）安心・安全の観点からの新しい目標設定は考えられるか。例えば、災害発生時、都道府県・市区町
村は、住民の生命、身体及び財産を保護するために対応することとなるが、その拠点となる主たる庁舎は、４Ｇだけで
なく、早期に５Ｇエリアカバーを整えておくことが必要ではないか。また、基地局の強靱化を推進してくことが重要ではな
いか。



想定論点案 ③

（２－５）目標については、「技術革新や実態に応じた柔軟な見直し」と「目標としての安定性」の双方を考慮しつ
つ、必要に応じて見直すこととしてはどうか。
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（２－６）現在、総務省は、電波の利用状況調査の結果について毎年度公表しているが、５Ｇ整備の進捗状
況について、国民の実感により近しく、分かりやすい形で公表していくことが重要ではないか。



参考資料



５Ｇビジネスデザイン アクションプラン（総務省、2023年7月公表）

5G基地局の整備に係る投資の促進
• エリア拡大用の5G中継局・高出力端末の制度化
• インフラシェアリングの活用支援
• 不感地帯や道路等におけるエリア整備に向けた補助金事業
• 2025年度末までの4.9/26/40GHz帯等の割当てに向けた制度的検討

インフラ整備

幅広い周波数帯を
活用し5Gの特長を

実感できるインフラを整備

機器・端末の普及

高度かつ低廉な機器・
端末の普及を促進

5G社会実装の促進
• ユースケース創出支援のための実証事業
• 自動運転に必要な通信の信頼性確保等に係る実証や自動運転ニーズの
高い地域を優先した基地局のSA化の推進

• ドローン利用環境の整備のための5G周波数の上空利用の検討
• ローカル5Gの免許手続の簡素化・迅速化及び共同利用や海上利用拡大
• 様々なソリューションを見て体験できる場の構築支援

多様なニーズに応えるための条件付オークション制度の設計
• 2025年度末までのミリ波帯（26/40GHz帯）の新たな割当てにおける多様なプレイヤーの参入促進とイノベーションや新サービス創出を促進するための
「条件付オークション」の制度整備

1 1

1

非地上系ネットワーク（NTN）サービス展開の促進
• 携帯電話との直接通信等新たなサービスに適用した免許制度等の検討
• 衛星通信において重要な要素技術の研究開発・実証
• HAPSの早期導入に向けた技術検証や
制度化の検討

• 我が国企業を主体とする通信衛星
コンステレーション構築に向けた検討

2

サイバーセキュリティや
安全・信頼性の確保
• Japan OTICの活用支援等
によるオープン化の促進

3

BtoC、BtoBtoCマーケット拡大
• 業界間・業界内連携の促進のための
多様な参加者から構成されるミリ波
の活用推進に向けた協議の場の構
築支援

• 先端的なICTの創出・活用によるス
タートアップへの支援

2

ユースケース創出

実証実験にとどまらない
5Gの社会実装を推進

5G対応機器の高度化促進
• 自動運転ニーズの高い地域を優先した基地局のSA化の推進（再掲）
• 5G高度化技術（Massive MIMO等）の実装の取組状況の可視化
のための電波の利用状況の調査

• 民間事業者における対応機器高度化に向けた協議の場の構築支援

5G対応端末及びミリ波対応端末の普及促進
• ローカル5G向け端末の普及展開
• Japan OTICの活用支援等による参加者の多様化と
競争の促進のための基地局のオープン化や仮想化の
推進

2
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デジタル田園都市国家インフラ整備計画の概要（5G等）
※ 2023年４月における主な改訂内容は赤字

整備方針

具体的施策

ワイヤレス・IoTインフラ（５G等）

① 新たな５Ｇ用周波数の割当て
② 制度整備（５Ｇ中継局等）、支援措置（補助金、税制）、Japan OTICの機能強化
③ インフラシェアリングの推進 （補助金要件優遇、基地局設置可能な施設のDB化）
④ 地域協議会の開催によるデジタル実装とインフラ整備のマッチングの推進
⑤ 早期の社会実装が期待される自動運転やドローンを活用したプロジェクトとの連動

① 全ての居住地で４Ｇを利用可能な状態を実現
（４Ｇエリア外人口 2021年度末0.6万人→2023年度末０人）

② ニーズのあるほぼ全てのエリアに、５G展開の基盤となる親局の全国展開を実現
（ニーズに即応が可能） （５Ｇ基盤展開率 2021年度末43.7%→2023年度末98%）

③ ５Ｇ人口カバー率
【2023年度末】 全国95%（2021年度末実績:93.2%）

全市区町村に５G基地局を整備（合計28万局）
【2025年度末】 全国97%、 各都道府県90%程度以上（合計30万局）
【2030年度末】 全国・各都道府県99%（合計60万局）

④ 道路カバー率（高速道路・国道） ※国民の利便性向上及び安全・安心の確保の観点から追加
【2030年度末】 99％ （2021年度末実績:95%程度）

高速道路については100%

注：数値目標は４
者重ね合わせにより
達成する数値。

第
１
フ
ェ
ー
ズ

基
盤
展
開

第
２
フ
ェ
ー
ズ

地
方
展
開

 国内外におけるOpen RANの普及促進
 自然災害や通信障害等の非常時における事業者間ローミングの実現
 ローカル５G等の地域のデジタル基盤の整備・活用の一体的推進

14



５Ｇの整備状況（令和４年度末（2022年度末））

全国の５Ｇ人口カバー率

（2022年３月末 93.2%）９６．６%

都道府県別の5G人口カバー率
％

●全国の５Ｇ人口カバー率は、2023年３月末で96.6％。 2023年度末の整備目標95％を１年前倒しで達成。
※目標 ：2023年度末 95％、2025年度末 97％、2030年度末 99％ 【デジタル田園都市国家インフラ整備計画】

●都道府県別の５Ｇ人口カバー率は、2023年３月末で全ての都道府県で80％を超えた。
※目標 ：2025年度末 各都道府県90％程度以上、2030年度末 各都道府県99％ 【デジタル田園都市国家インフラ整備計画】

95.5 94.5 

86.0 

96.8 

89.5 

95.7 
92.4 

97.0 
93.9 

95.6 

99.7 
97.5 

99.8 99.8 

92.9 

98.6 

95.3 
93.7 

94.9 93.3 
91.6 

97.4 
99.3 

94.1 

97.6 
96.3 

99.9 
96.0 96.0 

91.8 90.8 

82.0 

90.9 

95.4 
94.1 93.3 

96.4 
93.0 

83.2 

99.0 

93.4 
92.4 

94.4 

86.6 

92.3 

87.5 

99.1 

60
65
70
75
80
85
90
95

100

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
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縄
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（2023年３月末）

（2023年３月末）

※ 携帯キャリア４者のエリアカバーを重ね合わせた数字。小数点第２位以下を四捨五入。
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５Ｇにおけるミリ波の利用状況

（出典）総務省: 令和５年度携帯電話及び全国BWAに係る電波の利用状況調査の調査結果の概要を基に作成

47.9
52.0

0.1
0

10

20

30

40

50

700MHz-3.5GHz帯 3.7-4.5GHz帯 28GHz帯

 ５Gの全国人口カバー率（2023年3月末時点で96.6%）はローバンド・ミッドバンドによる寄与が大きい。
 Sub6については、カバー率は限られているが、処理しているトラヒック量は最も多い。
 ミリ波帯については、カバー率は１％未満、処理しているトラヒック量も少なく、限定的な利用にとどまっている。

周波数 ： 高
伝送情報量 ： 大
カバーエリア ： 小

周波数 ： 低
伝送情報量 ： 小
カバーエリア ： 大

人口カバー率
NTT
ドコモ KDDI ソフト

バンク
楽天

モバイル

700MHz 29.7% 88.1% 93.8% -

1.7GHz - 47.3% 89.4% -

3.4GHz/
3.5GHz

8.7%/
1.4% 50.9% 77.7% -

3.7GHz 20.3% 22.6% 31.8% 30.5%

4.0GHz/
4.5GHz 42.5% 0.3% - -

28GHz 0.0% 0.2% 0.0% 0.0%

帯域別の各社５Ｇ人口カバー率
（2023年３月末時点）

(％)

帯域別の５Gトラヒック量
（2023年３月末時点）

（ローバンド・ミッドバンド） （Ｓｕｂ６） （ミリ波）
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エリアカバレッジの判定方法について

メッシュ内の50%を
カバーできておらず、
このメッシュは未カバー

100人 30人

50人 5人

(左図の例） 人口カバー率
カバー人口

= ―――――
総人口

180人
= ―――――

185人

= 0.972973・・・

= 97.30%

約500m

○ ○

×

約500m

メッシュ内の過半
（50%超）をカバーし、
このメッシュはカバー済

塗りつぶし
部分が

カバーエリア
○

100% 92%

82% 28%
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指標 導入時期 算出方法

市町村人口カバー率 ～平成24年 市町村（東京都特別区を含む）における全ての市役所及び町村役場並びにその出張所を
カバーした際に、当該市町村の人口を全人口で除して算出

人口カバー率
（メッシュ方式） 平成25年～

全国を約500メートル四方のメッシュに区切り、メッシュ※の１／２以上をカバーした際に、当
該メッシュ内の人口（カバー人口）を計上し、総人口に対するカバー人口の割合を算出
※人口が存在するメッシュは、全国約47万メッシュ（令和2年国勢調査より）

５Ｇ基盤展開率 令和元年～ 全国を約10km四方のメッシュに区切り、事業可能性のあるメッシュ毎に５Ｇ高度特定基地
局を整備することを求め、その整備したメッシュの割合を算出

 現行の人口カバー率や５Ｇ基盤展開率は、周波数割当ての際のエリア展開の程度を測るための指標として採用。
「人口カバー率」は、メッシュの過半をカバーした際に当該メッシュをカバーしたと判定しており、また、「５Ｇ基盤展開
率」は、メッシュに高度特定基地局を１局以上設置した場合に当該メッシュをカバーしたと判定して算出している。

 これらの指標・判定方法は、地理的条件なども考慮しつつエリア展開の程度を測る指標としては有用ではあるものの、
利用者が「５Ｇならでは」の通信サービスに「つながる」ことに着目した場合には、必ずしも十分ではない可能性が
ある。



５Ｇ端末のミリ波対応
● ５G端末のミリ波対応は、民間のビジネスベースで決定されている。

～５万円 ５万円～10万円 10万円～15万円 15万円～

Appｌe ・iPhone SE3
・iPhone15  ・iPhone14 Plus 
・iPhone14 ・iPhone13 
・iPhone13 mini ・iPhone12

・iPhone15 Pro Max ・iPhone15 Pro
・iPhone15 Plus ・iPhone14 Pro Max
・iPhone14 Pro ・iPhone13 Pro Max
・iPhone13 Pro

Google
・Google Pixel 7a ・Google Pixel 7
・Google Pixel 6a ・Google Pixel 6

・Google Pixel 8 
・Google Pixel 7 Pro

・Google Pixel Fold 
・Google Pixel 8 Pro

Samsung ・Galaxy A23 5G ・Galaxy A54 5G ・Galaxy Z Flip5 ・Galaxy Z Flip4 
・Galaxy S23 ・Galaxy S22 

・Galaxy Z Fold5 ・Galaxy Z Fold4
・Galaxy S23 Ultra ・Galaxy S22 Ultra

Sharp
・AQUOS sense7 ・AQUOS wish3
・AQUOS wish2 ・AQUOS sense6s ・AQUOS sense8 ・AQUOS sense7 plus ・AQUOS R8 ・AQUOS R8 pro※ ・AQUOS R7

Sony ・Xperia Ace Ⅲ ・Xperia 1 Ⅱ ・Xperia 10 V
・Xperia 10 Ⅳ ・Xperia 5 V ・Xperia 5 IV ・Xperia 5 III ・Xperia １ Ⅴ Gaming Edition 

・Xperia 1 V ・Xperia 1 IV

その他

・arrows We ・シンプルスマホ６
・BASIO active ・Redmi 12 5G
・Redmi Note11Pro5G 
・Redmi Note10 JE ・Redmi Note 10T
・OPPO Reno9 A ・OPPO A55s 5G
・OPPO Reno7 A ・Rakuten Hand 5G

・arrows N
・TORQUE G06 ・TORQUE 5G
・OPPO Reno10 Pro 5G

・BALMUDA Phone
・Xiaomi 12T Pro ・LEITZ PHONE 2

赤字：ミリ波対応端末

注１ キャリア４者のオンライン直販のスマートフォン（2023年11月10日時点）。価格は同日時点のオンラインストア記載のもの（税抜き）（最も高い社のもの）。 注２ 各機種の記憶容量は、全て最小容量のものを記載。
※ ミリ波対応モデルと非対応モデルが併存 出典：キャリア４者のHPから総務省作成

５G端末の販売状況

主要スマートフォンの国別対応周波数

出典：５Ｇビジネスデザインワーキンググループ報告書（2023年７月）
図表44（各社ＨＰより三菱総合研究所作成）から総務省作成
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５Ｇ用周波数の割当て

 ５Ｇの３つの主な特長のうち、「超高速」は、主に「周波数の幅」に依存。
 周波数の幅を広く確保するためには、高い周波数帯※の活用が重要。

※ただし、高い周波数帯は低い周波数帯と比較して、カバーエリアが狭い特徴がある。

 我が国では、 2019年に、「超高速」を実現するための高い５G用周波数として、サブ6（3.7GHz帯・
4.5GHz帯）、ミリ波（28GHz帯）の割当てを実施。

19

700
MHz帯

800
MHz帯

900
MHz帯

1.5
GHz帯

1.7
GHz帯

2
GHz帯

2.3
GHz帯

3.4
GHz帯

3.5
GHz帯

3.7GHz帯
4.5GHz帯

28
GHz帯

合計

20 30 ― 30 40
東名阪のみ

40 ― 40 40 200 400 840

20 30 ― 20 40 40 40 ― 40 200 400 830

20 ― 30 20 30 40 ― 40 40 100 400 720

6 ― ― ―
80

(40MHzは
東名阪以外)

― ― ― ― 100 400 586

合計 66 60 30 70 190 120 40 80 120 600 1,600 2,976

単位：MHz

●携帯電話用周波数の割当状況
サブ6 ミリ波



開設計画認定制度の概要

 電波法における特定基地局の開設計画の認定制度は、携帯電話の基地局等、同一の者が広範囲において相当
多数開設する必要がある無線局（特定基地局）について、開設計画（基地局の整備計画）の認定を受けた事
業者のみが一定期間（原則10年間）特定基地局の免許申請が可能となる制度。

 正当な理由なく認定計画に従って開設していないと認められる場合等において、総務大臣は認定等を取り消すこと
ができる。

 2019年に割り当てた５G用周波数の開設計画の認定期間は、令和６年４月９日に満了。

開
設
指
針
に
照
ら
し
た
審
査

開
設
計
画
の
認
定

開
設
指
針
（
割
当
方
針
）
案
の
作
成

電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問
・
答
申

開
設
指
針
の
公
示

電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問
・
答
申

開
設
計
画
の
申
請
の
受
付

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
募
集

開
設
計
画
の
認
定
期
間

（
排
他
的
な
免
許
申
請
の
権
利
）
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携帯電話事業者の取組の例（NTTドコモの例）

（2023年3月末時点 NTTドコモ ホームページから）

 ５Ｇについては、周波数別のエリアマップを公開。
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22（参考） 各国の５G展開の現状 ①

出典：5G Observatory Report 19 – October 2023
https://5gobservatory.eu/report-19-october-2023/ （2024.2.29時点）

https://5gobservatory.eu/report-19-october-2023/


23(参考） 各国の５G展開の現状 ②

出典：5G Observatory Report 19 – October 2023
https://5gobservatory.eu/report-19-october-2023/ （2024.2.29時点）

• 欧州では、ローバンドとミッドバンドを５Gとして活用している（一部の国ではミリ波も活用している）。

https://5gobservatory.eu/report-19-october-2023/


５Ｇ普及のためのインフラ整備推進WGについて

［主な検討事項］
① サブ６帯の整備の推進（目標設定やロードマップ作成等）
② ミリ波帯の整備の推進（目標設定やロードマップ作成等）
③ SAの整備の推進（目標設定やロードマップ作成等）
④ その他必要な事項（基地局の強靱化等）

（主査：森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授）

デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会

5G普及のためのインフラ整備推進ＷＧ（新設）

（座長：森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授）

(主査) 森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授 クロサカ タツヤ 株式会社企代表取締役
（主査代理） 石山 和志 東北大学 電気通信研究所 教授 巻嶋 國雄 東京都 デジタルサービス局デジタルサービス推進部長

石田 幸枝 公益社団法人 全国消費生活相談員協会 理事 中島 美香 中央大学国際情報学部准教授

落合 孝文 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 プロトタイ
プ政策研究所所長・シニアパートナー弁護士 三澤 かおり マルチメディア振興センター シニア・リサーチディレクター

１ 検討体制

２ 構成員

24

３ オブザーバ
株式会社NTTドコモ、KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社、内閣府規制改革推進室



５Ｇ普及のためのインフラ整備推進WG スケジュール（現時点）

2023年 2024年
11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月～

電波政策
懇談会

インフラ整備
推進ＷＧ

第１回
11/15

検討課題案

第7回
4/30
論点整理

報告書案 報告書
取りまとめ

(パブコメ)

（ヒアリング等）

第８回
5/24
報告書(案)
骨子

第２回
12/1
ベンチャー

11/17(金)～12/12(火)

第３回
12/22
NTN

第４回
1/30
キャリア

第５回
2/29
研究機関・
業界団体等

第６回
3/29
メーカー等

第１回
3/25

検討課題
ヒアリング

第２回
4/11
ヒアリング

第３回
4/26

論点整理

第４回
5/21
ＷＧ報告書案

※WG設立の
決定

※WG論点
の報告 ※WG報告

書の報告

(パブコメ)
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